
令和２年５月２９日

グ　ン　ゼ　物　流　株　式　会　社

代表取締役　永井　圭一郎

　　（単位：円） 　              （2020年3月31日現在） グンゼ物流株式会社
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．　この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

２．　重要な会計方針

　（１）　資産の評価基準及び評価方法

　　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　ア　時価のあるもの

　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって

　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）

　　　　イ　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　仕掛品、貯蔵品を含めたすべての棚卸資産について

　　　　　　「移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

　　　　　　方法により算定）」

　　　③　減価償却資産の減価償却方法

　　　　　　平成20年度税制改正による法定耐用年数の見直しに伴い、改正後の耐用年数に基づき

　　　　　　減価償却費を算定しております。

　（２）　固定資産の減価償却の方法

　　　　　有形固定資産 法人税法の規定による定額法

　　　　　無形固定資産 法人税法の規定による定額法

　（３）　引当金の計上基準

　　　　　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分

を計上しています。

　　　　　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末

要支給額により計上しています。

　（４）　その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　①　消費税等の会計処理

　　　　　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

　　　②　連結納税制度の適用

　　　　　 連結納税制度を適用しております。

３．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類及び総数

４．　その他の注記

　　　有形固定資産の減価償却累計額 千円

　　当期純利益金額 円66,345,667

普 通 株 式 160,000        -                    -                    

294,998

適　用

160,000        

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　　2020年5月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
　　次の通り提案しております。

a.配当金の総額 32,000千円
b.１株当たり配当額 200円
c.基準日 2020年3月31日
d.効力発生日 2020年5月29日


